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協働ガイドラインの改訂にあたって 

 

入間市では、これまで、自治会をはじめとする地域単位の団体や自発的な志をもった市民

活動団体と市が協働して「まちづくり」が行われてきました。 

平成２０年に協働ガイドラインが策定された後は、市民活動の促進と協働を支えるＮＰＯ

法人まちづくりサポートネット元気な入間が積極的に中間支援活動を行ったことにより、協

働を進めていく環境は整備されてきました。平成２２年には「市民提案型協働事業」がスタ

ートするなど、これまでに様々な分野で市民と市による「協働」が実践され、協働について

お互い貴重な経験をすることができました。しかし、このように協働が進んだことにより、

行政や中間支援組織のコーディネート機能の強化が求められるなど、新たな課題も明らかに

なってきました。 

また、少子高齢化、国際化、情報通信技術の発達など社会情勢が急速に変化する中で、市

民が市に求めるサービス内容も多種多様になっています。今後は健康福祉、子育て、防災・

防犯、環境問題など市民生活に直結する課題について、これまで市が提供してきた画一的な

サービスを見直し、市民自らが取り組み、柔軟に対応していけるサービスの提供体制を構築

することが求められています。 

これを実現するためには、自治会やボランティア団体、ＮＰＯなどの市民活動団体等と市

が連携し、それぞれの特性を活かし、自分たちの知恵と工夫で住みやすいまちをつくってい

こうとする姿勢も引き続き必要となります。 

今回の改訂は、協働が進むにつれて見えてきた課題への対応を新たに追加するなどの見直

しを行うことにより、ガイドラインの内容を補強しました。本市では、このガイドラインに

基づき市民と行政の協働のまちづくりをさらに推進していきます。 

 

 

第１章 協働ガイドラインとは 

１ 協働ガイドラインの目的 

 

 協働ガイドラインは、市民と市が協働のまちづくりを進めるにあたって、互いの認識を共

有化し、相互の関係や役割を理解して取り組むことを目的に策定しています。 

市民と市の協働のまちづくりを進めるために、現在の入間市のまちづくりを点検し、「市民

が主役のまちづくり」の実現に向けた基本的な方向性と、具体的な手法としての取り組みや

環境の整備方針を示すものです。    
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２ 協働ガイドラインの位置づけ 

 

入間市のまちづくりの基本理念は、市制施行３５周年に行われた「元気な入間都市宣言」

（平成１３年実施）、その後に制定された「元気な入間まちづくり基本条例」（平成１６年施

行）に、「市民と市が協働して『元気な入間』という新しい価値を創造していくこと」と示さ

れています。 

この「元気な入間まちづくり基本条例」第７条では、市民と市の協働の環境づくりを規定

し、さらに入間市のまちづくりの指針である「第５次入間市総合振興計画（前期基本計画）」

では、「元気な入間」のまちづくりを効果的に推進するため、市民の参画と協働及び市民活動

を促進する行政体制を整備し、そのシステムを確立する、と記載されています。 

このようなことから、協働ガイドラインは市民、市民活動団体、事業者等、そして市が互

いに知恵を出し合い、公共の課題を発見・共有し、解決していくシステムとして位置づけま

す。 

 【図１】協働ガイドラインの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 中間支援組織＝市民活動団体等と行政の間をつなぐ中間的な支援活動を行う組織。 

         市民や市民活動団体等に向けた相談や講座等の各種事業や団体のサポートを行う。 

協働ガイドライン 
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第５次入間市総合振興計画の実践 
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入間市のまちづくり（住民自治・地方分権の推進） 

中間支援組織
※

 

市民活動センター 
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市民活動団体等 

３ 協働ガイドラインの対象 

 

協働ガイドラインの対象は、元気な入間づくりを実践している全ての市民活動団体、社会

貢献活動団体、各種団体（以下、総称して「市民活動団体等」という）（図２）と市です。 

               

 【図２】入間市における「市民活動団体等」とは                    

                       

                                       

                                    

                           

 

                          

 

 

 

 

 

 

また、対象となる事業は、法令等に基づいて市が責任を持って対応しなければならない事

業以外で、まちづくりに向けて市民活動団体等と市が互いの特性を活かし、役割を分担しな

がら取り組む領域の事業を指します。互いの協議により進めていく、新たな領域とした事業

です。（図３）  

 

   【図３】協働の領域の区分図           

①市の対応領域 

                        法令に基づく事業、全国共通で実施 

                        

②協働の領域 

                        進め方、内容、役割を協議で決定 

                                               

③住民自治の領域 

                        住民自らが実践 
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第２章 協働とは何か 

１ 協働の概念 

 

一般に協働とは、複数の主体が同じ目標に向かってともに力を合わせて活動することをい

いますが、ここでは市民と市が自分たちの知恵と工夫で住みよいまちをつくるという目的を

共有し、互いの立場や特性を活かしながら、協力して取り組むことを指します。 

（※これ以降に記載した「協働」は、下線部分で表す協働の概念を意味する。） 

 

２ 協働の目的と効果 

 

協働の目的は、地域の課題を解決するために市民と市が互いの得意としている分野を確認

し、新たな領域の取り組みを展開することです。互いの得意な分野で取り組むため、一層充

実した事業や市民ニーズに合ったきめの細かいサービス提供ができ、市民の住みよいまちを

つくることができます。 

地域の課題に協働して取り組むことで、市民、事業主体である市民活動団体等と市にとっ

て、さまざまな効果が発生します。（表１） 

 

 【表１】市民、市民活動団体等、市にとっての協働効果を整理した表 

◆市民が得られる効果 

  ○ ニーズに合ったきめ細やかで柔軟なサービスが受けられます。 

  ○ 市民活動団体等の活動が活発化することで、新たな市民参加の機会が生まれます。 

  ○ 自らのニーズを、まちづくりの課題として新たに反映していく機会が生まれます。 

◆市民活動団体等が得られる効果 

  ○ 市が持つ情報や調査力を活用することができ、自ら掲げる使命をより効率的・効果的に 

    実現することが可能となります。 

  ○ 市民活動団体等に対する市民・市の理解や評価・知名度が高まり、活動領域を広げる 

    きっかけとなります。 

  ○ 事業企画、報告などの能力が向上し、組織基盤や組織運営が強化されます。  

◆市が得られる効果 

  ○ 市民活動団体等の特性を活かした協働事業を実施することで、より市民ニーズに合った 

    公共サービスの提供が可能となります。 

  ○ 現行の事業の見直しが図られ、行政サービスの効率化が進みます。 
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３ 協働の原則 

 

市民活動団体等と市は協働を進めていく上で、互いの能力が発揮できるよう次に掲げる共

通の原則を確認していく必要があります。 

   

 

（１） 対等の原則  --- ともに進める意識づくり --- 

  互いが対等の関係であること、まちづくりのパートナーであることの意識を強く持つことが 

 必要です。 

（２） 公開の原則  --- 積極的な情報の公開と共有化 --- 

  互いに説明責任を果たし、協働について市民全体の理解を得るように努めることが必要です。 

 また、協働の過程や結果等について積極的な情報の公開に努めることが必要です。 

 

 

 

 

 

（３） 協議の原則  --- 話し合って理解を深める ---  

  互いが積極的に話し合いの場を持つことで、協働の可能性や協働事業の場の拡大等が図られ 

 ます。特に、市からの積極的な話し合いの場の設定や情報の提供が必要です。 

（４） 相互理解の原則  --- 役割分担の明確化 --- 

  互いの立場や特性を理解し、尊重した上で、果たす役割や責任分担等を明確にして協働の取 

 り組みを行っていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

（５） 目的共有の原則  --- 同じ目的に向かって --- 

  協働事業の目的を共有することで、具体的な役割や内容が明確になり、円滑な取り組みを進 

 めることが可能となります。 

（６） 時限性の原則  --- 協働効果の確認 --- 

  協働事業について一定の時期に客観的に結果を評価し、協働を継続するか否か等を検証して 

 いくことが必要です。 

★ＳＴＥＰ１ ～基本的な事項～ 

★ＳＴＥＰ２ ～計画検討における事項～ 

★ＳＴＥＰ３ ～事業推進における事項～ 
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４ 協働の形態 

 

協働はさまざまな形態で進めることができます。事業主体や事業内容によって、最も効率

的、効果的に事業が実施できるよう、協議しながら形態を選択していくことが重要となりま

す。 

これまで市は、「委託」、「共催」、「実行委員会」、「補助・助成」「事業協力」などの形態を

とりながら、さまざまな団体と連携を図ってきました。 

今後、協働を進めていく上では、これまでの形態について協働の効果や特性が発揮される

よう見直し、また「政策提案」などの新たな形態の採用も含めた検討が必要となります。 

 

 

              

 

 

※１ 協働委託＝ＮＰＯと行政が対等の立場で事業を実施するための形態 

※２ アドプト制度＝アドプトとは英語で「養子縁組をする」ことを意味します。アドプト制度とは公共財（川や

道路など）を自分たちの養子にみたて、養親である地元の市民の皆さん、企業等が定期的に清掃活動などを

行うボランティア活動です。「地元の公共財を地域で引き受ける」制度です 

※３ 政策提案＝行政計画等施策の方針や方策について提案すること 

 

市民主体 

市民が単独で自主的

に行う活動 

市民主導 

市民が主体で行政が

支援する活動 

市民・行政 

市民と行政が対等に

協働して行う活動 

行政主導 

行政が市民の協力を

得て行う活動 

行政主体 

行政が単独で行う

活動 

【具体例】 

・私益な活動 

・親睦活動 

・特定の価値観を普

及する活動 

 

 

・地域自治活動 

・地域活性化事業 

・地域課題の発掘 

・地域イベント 

 

 

・地域ごとにきめ細

やかな対応が必要

なもの（高齢者の

生活支援、子育て

支援等） 

・地域社会と密接な

連携が必要なもの

（防犯、防災、環

境保全等） 

・イベント、まつり     

 

・審議会等への参画 

・行政計画策定参画 

・公の施設の管理、

運営 

・パブリック・コメ

ント 

・アンケート調査 

 

 

・許認可、行政処分 

・公権力の行使（税

の賦課等） 

 

 

【協働の形態】 

 

補助、助成 

後援 

事業協力 

共催、実行委員会 

協働委託※1 

アドプト制度※2 

委託 

政策提案※３ 

事業協力 

 

 

【表２】協働の形態と領域の区分図 

協 働 の 領 域 

市民中心 

行政中心 
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第３章 協働の現状と課題 

１ 協働意識の現状と課題 

 

協働を進めるには、市民も市もまず協働について理解し、その必要性を互いに認識し合う

ことが重要となります。そのためには市民と市、それぞれの協働に関する理解や意識の現状

を把握し、対応を図っていく必要があります。しかし、協働について独自の調査は行われて

いないことから、全市的な調査である「第１１回市民意識調査 （平成２７年１月実施）」に

おける該当部分の回答結果から考察します。 

 

（１） 協働意識の現状 

 ① 協働に関する市民の意識 

協働を進める前提として、一人でも多くの市民が地域活 

動やボランティア活動など、社会的な活動へ積極的に参加 

していく意識を持つ必要があります。 

市民意識調査の地域活動やボランティア活動への参加状 

況の結果は、地域活動においては３割を超える方が参加には消極的、ボランティア活動に

おいては７割の方が参加したことがないと回答しています。この回答結果から、今もなお

市民の社会参加の実態は高い状況にあるとは言えません。 

また、今後のボランティア活動への参加意向についても、「参加しない」「わからない」

と回答された方が５割程度という結果になっています。同様に、協働推進に関する取り組

みを優先すべき施策だという回答も上位となっていません。 

以上のように市民意識調査の回答結果から、協働の推進に関してまだまだ市民に理解さ

れていないことが伺えます。 

しかし、市内で行われているさまざまな催し物や講座、各種講演会などには積極的な市

民参加の状況が見受けられることから、現時点では生活に直結する他の施策と比較して優

先度は低いものの、市民の社会参加の意識は徐々に高まりつつあると考察できます。 
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② 協働に関する市の取り組みと職員の意識 

第５次入間市総合振興計画をはじめ、現在、市が策定しているほとんどの計画書には、 

「市民との協働」や「協働による各種事業の推進」を採りあげていることから、市の政策

的な課題として、協働ははっきりと認識されているといえます。 

しかし、協働のとらえ方が未だに職員によって大きな差があり、日常の業務において協

働事業を推進していこうとする職員の意識は、総体的に見てまだ高いといえる状況ではあ

りません。 

 

（２） 協働意識の向上に関する課題 

入間市では、協働ガイドライン策定後、多くの事業について市民と市が協働で実施して

きましたが、今後もさらに「協働」を推進していくためには、市民、市それぞれに次の点

を改善することが課題としてあげられます。 

まず、市民側の課題として、地域的な活動を含め主体的に社会活動に携わる市民が現状

では限られており、今後も市全体で協働事業を進めていくには、「自分たちのまちは自分た

ちでつくる。」という意識を高めていかなくてはなりません。市民がまちづくりの主役とし

ての意識を持ち、さまざまな事業や施策の実施を行政とともに支えていく市民が一人でも

増えるよう、積極的な取り組みを行う必要があります。 

次に、市側の課題として、未だに協働に関する意識が低い職員がいます。政策的な視点

では協働推進を重要な課題としてとらえているため、協働意識の醸成を図り、協働を組織

の中にしっかりと根づかせていかなくてはなりません。 

今後、協働を進め、まちづくりに活かしていくには、実際に協働を進めていく指針とし

て、その方向性を示す協働ガイドラインの周知や、市民提案型協働事業の充実を図り、具

体的な協働のイメージを示しながら市民、市職員ともに意識の向上を図る必要があります。 

 

２ 協働事業の現状と課題 

 

入間市における協働は、「元気な入間」のまちづくりとして進められてきました。平成１２

年度に検討が開始されたこの動きは、平成１３年度の都市宣言の発信を受けて平成１４年度

から本格化し、平成１６年度の「元気な入間まちづくり条例」の制定を経て現在に至ってい

ます。 

この間、協働推進の拠点施設として「入間市市民活動センター」が開設され、また市民活

動の促進と協働を支える中間支援組織として「まちづくりサポートネット元気な入間」（平成

２３年法人化）が活動を開始し、市民や市民活動団体等に向けた相談や講座等の各種事業や

団体のサポートを行うなど、着々と協働を進めていく環境は整備されてきました。 
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平成２２年度からは、市民と市がそれぞれ主体的な立場でお互いに知恵を出し合い、公共

的な課題の解決に向けて取り組む「市民提案型協働事業」をスタートさせ、多くの事業を実

施してきました。この他にもさまざまな公共的な事業が、市民と市の連携により実施されて

おり、そうした事業は委託や共催というような市との関わり方の形態別にとらえることがで

きます。しかし、実施されている事業の中には、市からの依頼や条件の提示が先にあり、現

実的には市中心で実施されてきた面が強く見受けられます。今後も協働の視点からさまざま

な事業を進めていく姿勢が大切です。 

すでに、市の政策として協働の推進は重要な課題としてとらえています。今後も市民、市

それぞれが協働の意義、目的をきちんと理解し、協働がまちづくりの力強い手法であること

を十分に認識する必要があります。また、市民参画のもと市の施策や事業の一層の充実に取

り組むことが求められます。 
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第４章 入間市の目指す協働 

１ 協働基本方針 

 

 協働の推進にあたり、市民と市は互いに理解を深め尊重し、まちづくりに対する意識の共

有に努め、力を合わせ、よりよいまちづくりの実現に向けて取り組みます。そして、協働基

本方針を次のとおり定めます。 

 

 協働基本方針・・・ 「協働でともに進めるまちづくり」 

 

２ 市民と市、ともに目指す協働 

 

協働を推進するには、入間市のまちづくりの基本的な方向を確認しておく必要があります。

「元気な入間まちづくり基本条例」の精神を市民生活や市政に浸透させ、市民と市がともに

目指す協働の方向性を次のとおり設定します。 

 

（１） 基本的な事項 

「元気な入間まちづくり基本条例」に規定される基本理念を理解しながら協働を進めます。 

また、市民と市が同じテーブルに着きまちづくりについて気軽に話し合える場を互いの力

で設定し、まちづくりに関する課題を「なぜ、何のために、誰のために」という視点から整

理し、共有する環境づくりに努めます。 

公共的な課題に関しては市民への積極的な情報開示を進め、情報の共有化を徹底するとと

もに、課題の解決に向けて、市民と市それぞれの役割を明確にしていきます。 

 

（２） 市民の進める協働 

市民は、「公共的な課題は市役所まかせ」といった意識を捨て、市民自らがまちづくりに何

ができるかを考え、みんなで解決する意識を市民間で共有していきます。 

そのために市民は、公共的な活動へ積極的に参加するとともに、必要に応じて市役所に提

言や提案を行うなど市と一緒にまちづくりを進めるよう努力します。市民活動団体等は目的

意識、専門性、企画力、経営力を持った自立した組織運営を進め、公共的な活動を市ととも

に実践していけるよう自らの能力の向上に努めます。 

また、協働を進めるため、市民主体で運営する中間支援組織が行う活動の支援に取り組み

ます。 
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（３） 市の進める協働 

市は、市職員と市民活動団体等が互いの立場や特性を認め合い、協働して課題解決に取り

組む意識づくりに努めます。 

また、市役所内の組織連携を強化し、横並び、縦割り、前例主義といったこれまでの市職

員の意識改革を図ります。 

公共的な課題に市民が取り組む際に、コーディネート役となる担当部署は、市の窓口とし

てしっかりと市民、市民活動団体等の声を聞き、その活動を支援していきます。 

 

３ 協働推進の施策大綱 

 

ここでは、協働推進の基本方針である「協働でともに進めるまちづくり」の実現に向け、

次の３つの施策大綱を定めます。 

 

（１） 協働意識の高揚 

あらゆるケースを通じて協働の可能性を探り、事業実施に結びつけられるよう市民と市そ

れぞれの協働意識の高揚に取り組みます。 

 

（２） 協働推進の環境整備 

協働事業を行う場の確保、人材の育成、情報の公開など、事業実施が可能となる環境を整

備します。 

 

（３） 協働推進体制の整備 

市民と市、どちらからでも柔軟かつ容易に協働事業に取り組み、円滑に協働事業を実施し

ていける推進体制を整備します。 
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第５章 協働を推進するための取り組み 

１ 協働意識の高揚 

 

協働を推進するには、市民と市職員の双方が意識改革するような取り組みが必要です。 

職員は、協働が入間市のまちづくりの基本として総合振興計画に位置づけられており、市

民がまちづくりのパートナーであることをしっかりと認識する必要があります。 

また、市民は協働に取り組む学習や活動の経験を重ねていくことが大切です。 
 
 

（１） 協働によるまちづくりを進める職員の養成 

市民との協働による「元気な入間」のまちづくりを推進していくためには、市民ニーズを

的確に把握し、幅広い視野を持ち、まちづくりを進める行動力のある職員が求められます。 

協働の担当者が変わっても、組織内の役割分担や横断的な連携が確保されるよう、協働に

関する職員研修を実施し、職員が協働のあり方を適正に判断できるように努めます。 

◆ 取り組み方法 

○ 協働推進についての意識を高めるための研修の実施 

○ 職場体験、職場研修における協働意識の醸成 

 ○ 協働推進員の育成、配置 
 

（２） 市民の学習機会の充実 

市民及び市民活動団体等が、公共サービスを担うまちづくりの一員として協働事業を推進

するには、その役割と責任を持つことが大切です。市民が各種の行政計画や政策課題を学習

する場を設置します。 

◆ 取り組み方法 

 ○ 協働事業推進の基礎とする施策説明機会の設定 

 ○ 協働に関する講演会やワークショップなどの学習機会の提供 
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２ 協働推進の環境整備 
 

協働は、市民の一人ひとりが自らの責任を自覚し、自らの意思でまちづくりに積極的に参

加し、その特性を活かし、市と協力しながら事業を担い、成果を挙げていくことが求められ

ます。 

協働推進の環境整備として、市民提案型協働事業の推進や協働の場の確保、人材育成はも

とより、まちづくりに関する情報の公開と共有化により、市民と市のパートナーシップをよ

り密接にしていくことが求められます。 

 

（１） 市民提案型協働事業の推進 

複雑化・多様化する地域の課題や地域住民のニーズに対して、市民活動団体等と市が互い

に知恵を出し合い協働で事業を実施していくことが必要です。地域の課題解決、市民サービ

スの向上を図り、市民が主役のまちづくりの推進と市民のニーズに合った公共サービスを提

供していきます。 

◆取り組み方法 

 ○ 団体が提案した事業に要する情報提供、情報発信、人的支援、経費等への支援 

 

（２） 協働の場の確保 

協働を広く展開するには、地域に密着した協働の場を確保することが必要です。協働の場

は、市民と市が協働して活動を行う場であると同時に、協働の気づきの場として積極的に活

用していきます。 

◆ 取り組み方法 

 ○ 市民活動センターの機能充実 

 ○ 既存の公共施設を活動の拠点施設として提供 

 ○ 協働の仕組みによる柔軟な施設運営の検討 

  

（３） まちづくりの人材育成 

協働事業を多分野に展開するには、有能な市民リーダーが必要です。あらゆる分野におい

て、まちづくりの専門的知識を持った市民と市の連携を深め、まちづくりの担い手を育てて

いきます。 

◆ 取り組み方法 

 ○ 生涯学習によるひとづくり・まちづくりの展開 

 ○ 協働による『ボランティア講座』、『意識向上のための学習会・研修会』などの開催 

 ○ 協働コーディネーターの育成 
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（４） 情報の公開と共有 

市民と市は、コミュニケーションを活発にし、互いに理解し合い、情報を共有しているこ

とが重要です。 

公共的な課題や地域の課題、市の事業展開と市民の活動動向、また協働施策及び事業等の

情報をさまざまな手段を通じて共有化していきます。 

◆ 取り組み方法 

 ○ インターネット､ＳＮＳ※、広報紙等、さまざまな媒体を活用した協働事業に関する情報

の発信 

 ○ 市民が気軽に情報を収集提供できるシステムの整備 
 

※ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス） 

インターネット上の交流を通して社会的ネットワーク（ソーシャル・ネットワーク）を構築するサービス 

 

３ 協働推進体制の整備 

 

協働を推進するには、現状の市の組織体制を点検し、一層の柔軟性・迅速性の機能を持た

せることが必要です。 

また、市民・ＮＰＯの市民活動団体等の支援体制を整備し、従来の組織・活動の枠にとら

われないネットワークなどを通じて、協働事業を推進することが重要です。 

なお、各施策の進行にあたっては、「計画(Plan)」｢実行(Do)」｢点検・評価(Check)」｢見直

し(Action)｣の PDCA サイクルを繰り返し行うことで、施策の効果を着実なものとし、本ガイ

ドラインの実効性を高めます。（図５） 

 

（１） 市の総合窓口の充実 

市民や市民活動団体等の相談に適切に対応し、市役所内の調整が円滑にできるよう総合窓

口の充実を図ります。 

◆ 取り組み方法 

 ○ 協働に関する市の総合窓口の充実 

 

（２） 市役所内の連携体制の充実 

市役所内の協働推進の徹底や協働事業の成果の共有を図るため、関連各課の連携体制の充

実を図ります。 

◆ 取り組み方法 

 ○ 協働の推進を全庁的に取り組む組織「庁内協働推進会議」の開催 

 ※ 会議では、各部署で取り組む協働事業の情報を集約・共有化し、協働事業間の連携・調

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%9A%84%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF
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整、方針の徹底を図る。市全体の協働推進の総合調整や、職員の意識改革等の取り組み

を主導し、協働事業の成果や検証の情報に基づき、以後の協働事業へ反映させる。 

  

【図４】市役所内の連携体制図 

情報の提供 

 

 

 

 

                      

部署間の連携促進 

（３） 中間支援組織 

協働を推進する中では、市民活動団体等の支援、市民活動団体同士または市と橋渡し的な

役割（中間支援機能）を担う組織の存在が重要です。 

中間支援組織は、人材の確保、資金の調達方法、更には組織運営方法などのノウハウを市

民活動団体等へ提供し、協働事業に取り組む団体の底力アップを支援します。 

◆ 取り組み方法 

 ○ 中間支援組織「ＮＰＯ法人まちづくりサポートネット元気な入間」の機能の充実 

 ※ 充実を図る機能 

   ① コンサルティング機能  ②コーディネート機能  ③ 調査・研究機能    

 

【図５】協働を進めるためのＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁内協働推進会議 

・総合調整・情報の共有化 

・協働事業の連携、調整 

  各部署（協働の現場） 

・協働事業の実践 

・協働事業を相互に検証 

見直し（Action） 

○協働事業の見直し・改善  

○ガイドラインやガイドライ

ンに基づく仕組みの見直

し・改善と評価  

実行（Do） 

○協働事業の推進  

○ガイドラインに基づく仕組み

や施策の推進 

点検・評価（Check） 

○協働事業の点検と評価  

○ガイドラインに基づく仕組み

や施策の点検と評価 

計画（Plan） 

○ガイドラインの改訂・公表 



- 16 - 

おわりに 

 

この協働ガイドラインは、市民と市の協働を進める基本的な方針を示したものです。具体

的に施策を進めていくにあたっては、社会の変化などを見極めるとともに課題の内容やそれ

を取り巻く状況に応じて、市民と市が役割を果たしながら協働に取り組むことが不可欠です。  

今回の改訂は、現時点の状況を念頭に置いて作成したものであり、今後、協働の成果が蓄

積していく中で、新しい視点を加えながら必要に応じて見直していく必要があると考えます。 

協働の積み重ねを通じて、市民と市が協働のあり方を十分理解し、様々な協働が生まれ、

地域社会の課題解決へとつながることを目指します。 
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●  「元気な入間」都市宣言 

 「元気な入間」都市宣言  平成 13年 11月 3日    
 

 市民宣言 

 

ひとがまちをつくり ひとがまちをそだてる 

元気なまち入間 

今を生きる私たちは 

知恵と勇気を出し 力を合わせながら 

未来へ継（つな）ぐふるさとづくりに 

汗を流すことを ここに宣言します   

 

 

市長宣言  

 

生き生きとした自然がある 

生き生きとしたまちがある 

生き生きとした人々がいる 

 

入間市は 一人ひとりの元気を応援し 

一人ひとりの元気を集め 

未来（あす）の市民へ「元気な入間」を贈ります 

 

一人の百歩より万人（ばんにん）の一歩から 

 

入間市は市民が主役の元気なまちづくりを 

目指します  
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元気な入間まちづくり基本条例 

 

目 次 

第１章 理念（第１条～第４条） 

第２章 実現の方策（第５条～第７条） 

第３章 方策の運用方法（第８条・第９条） 

第４章 実効性の確保（第１０条） 

附則 

私たちのふるさと入間は、まちを愛する多くの人たちによって刻まれた歴史とはぐくまれ

た文化を受け継ぎながら、今日を迎えています。 

社会が大きく変化し、市民主役のまちづくりが問われている今、私たちは、このふるさと

入間の歴史と文化を大切にしつつ、自分たちのまちは自分たちでつくるという積極的な姿勢

で、これからのまちづくりを推進しなければなりません。 

この気持ちを、私たちは２１世紀を迎えた年に元気な入間都市宣言として発信しました。

これは市民自らがまちづくりに積極的に参加することで、「生き生きいるま 人・まち・自然」

を合言葉に、人を育て、まちを生き生きさせ、自然を守りぬくことを市民と市長が互いに宣

言したものです。 

ここに、私たちは、都市宣言の理念をもとに、市民と市が協働して、「元気な入間」という

新しい価値を創造していくために、元気な入間まちづくり基本条例を制定します。 

第 1章 理念 

（目的） 

第１条 この条例は、元気な入間都市宣言を受けて、市民と市との協働によるまちづくりの

理念、実現の方策とその運用方法及び実効性の確保に関する基本的事項を定めることによ

り、元気な入間を実現することを目的とします。 

（基本理念） 

第２条 元気な入間は、市民の参加と市民と市との協働により、市民一人ひとりが住んでよ

かった、住み続けたいと実感できる、きらりと光る入間らしさがあふれています。 

２ 元気な入間は、老若男女それぞれが日々の暮らしを豊かにするために学び、体験するこ

とを通して健康で笑顔あふれる人が育っています。 

３ 元気な入間は、安全と安心が実感でき、昔からの入間の文化を大切にし、新しい入間の

文化を育てる魅力あるまちです。 

４ 元気な入間は、緑と水に恵まれた入間の自然を愛し、大切にし、守り、育て、未来へ継

承しています。 
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（市民の役割） 

第３条 市民は、元気な入間を実現するために責任ある参加と協働に努めます。 

（市の役割） 

第４条 市は、元気な入間の実現にかかわる基本的な施策の実施及び市民の活動の支援に努

めます。 

第２章 実現の方策 

（市民の参加のための環境づくり） 

第５条 市は、市民が元気な入間の実現に関心を持ち、関心を高め、その活動に参加するた

めの環境を整備します。 

（市民の活動のための環境づくり） 

第６条 市は、市民が元気な入間の実現にかかわる活動を起こし、はぐくみ、発展させるた

めの環境を整備します。 

（市民と市との協働のための環境づくり） 

第７条 市は、元気な入間の実現のため、市民の参加と協働にかかわる適切かつ効果的な仕

組み及び方法を市民とともに検討し、協働のための環境を整備します。 

第３章 方策の運用方法 

（推進体制） 

第８条 市は、元気な入間の実現のため、市民の参加と活動を推進するための拠点を整備し

ます。 

２ 市民と市は、共に元気な入間の実現のために推進組織を置き、その維持、継続及び発展

に努めます。 

（情報の共有と活用） 

第９条 市は、元気な入間の実現のため、施策や事業等に関する情報を分かりやすく積極的

に市民に提供し、市民と情報を共有します。 

２ 市民と市は、元気な入間の実現の過程において得られる経験や情報を、組織的かつ有機

的に蓄積し、共有の知的資産として活用します。 

第 4章 実効性の確保 

（自己点検と公表） 

第１０条 市民と市は、元気な入間の実現にかかわる取組みについて自己点検し、定期的に

適切な方法で公表します。 

附 則 

この条例は、平成１６年４月 1日から施行する。 

 


